
20150601版

　　　　 第１号様式（第７条関係）

認 証 番 号

省エネルギー(電力)・・・前年比１％の削減　　　　　　　　　　 省エ
ネルギー(水)　・・・前年比２％の削減　　　　　　　　　　 廃棄物排
出量の削減(お買物袋)・・・                           お買物袋持参
率１％向上(前年比)

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

省エネルギー・・・適正温度での冷暖房使用、照明の節電、夏季期間の
ネオンサイン消灯、デマンド監視装置の設置、水の出しっぱなしをなくす
廃棄物排出量の削減・・・お買物袋持参のお客様へのレジにて２円引き、
ＰＯＰによるアピール告知

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）京
都市下京区若宮通五条下ル毘沙門町33番地1

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和  1年　9月　8日

本社ビル

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

評価、見直しについては1年1回、5月に実施する

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

上記目標達成に向けて毎月の結果を数値で表し状況を確認している

環境マネジメントシステム導入報告書

ＫＥＳ環境マネジメントシステム(ステップ１)

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）　　株
式会社ハートフレンド　代表取締役　片岡　孝一

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　平成２３年　１０月　　１日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

当社の活動、製品及びサービスに係わる環境影響を常に認識し、環境汚染の予防
を推進するとともに環境マネジメント活動の継続的改善を図る

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

関連法規の遵守状況について確認を行っている

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

計画通り取り組むことが出来ている

基 本 方 針

ＫＥＳ１－１１９２



20150601版

　　　　 第１号様式（第７条関係）

認 証 番 号

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）京
都市東山区三十三間堂廻り644番地2

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和 元年　9月　18日

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

環境マネジメントシステム導入報告書

　（未導入）

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）　　株
式会社　東山ホールディング　　　　　　　　　　　代表取
締役　似内　隆晃

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

令和元年10月頃よりKES-1導入開始予定

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

基 本 方 針
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　　　　 第１号様式（第７条関係）

2005年　2月17日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

「地球をきれいに」をモットーに、環境問題としては最も身近な産業廃棄物を安
全かつ適正な処理をすることにより、地域の人々が安心して暮らせる豊かな環境
づくりに貢献します。
そのために、関連する環境法規・法令及び組織が同意するその他の要求事項を遵
守し、継続的改善と汚染の予防に努めます。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

年2回の内部監査を実施し、法規・法令の遵守状況について評価し
ている。
平成30年度は、順守事項を全て満たすことができた。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

平成30年度は、環境目標に関する数値目標を全て達成できた。

基 本 方 針

JMAQA-E 538

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

平成29年4月から規格を2015年度版に移行。内外の課題、利害関係
者のニーズに関するリスク及び機会を配慮した環境目標を設定し運
用している。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

各部門の部門長が取組みの実施状況を評価し、毎月、トップマネジ
メントを含めた会議で報告している。
平成30年度は、計画した取組みを全て実施できた。

環境マネジメントシステム導入報告書

ISO14001

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

光アスコン株式会社
代表取締役　喜多川　光世

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

認 証 番 号

各部門の環境目標
　クリンセンター工場部門：7項目（排ガスの無害化等）
　ＲＰＦセンター工場部門：3項目（電力原単位の低減等）
　事務部門：3項目（見学者満足度向上等）

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

環境目標に関する数値目標を設定、その数値目標を達成するための取組みを計画
し実施している。
○取組みの具体例
環境目標「電力原単位の低減」
①定期的な破砕機の刃物交換②メンテナンスの実施③毎月の電力使用量の管理

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

京都市伏見区横大路千両松町78番地

適 用 範 囲

令和1年7月20日

クリーンセンター、ＲＰＦセンター

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称
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　　　　 第１号様式（第７条関係）

認 証 番 号

省エネルギー（CO2）・・・
新店、改装店舗に対してＬＥＤ照明導入など省エネ機器を導入し、１店舗
あたりの電気使用量を削減することを目標としています。また、東日本大
震災発生により、社員、店舗とも意識の変革があり、節電１０カ条の徹底
が行われました。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

省エネルギー（CO2）・・・
新設店・改装店への省エネルギー設備導入と、全店舗のオペレーション改善

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
 東京都港区芝浦三丁目１番21号

適 用 範 囲

令和元年７月３１日

株式会社ファミリーマート（本社・事務所・店舗）

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

評価・見直しの必要性については、原則として1年に1回検討してい
る。現行の目標及び取組内容により一定の成果が見られたことか
ら、平成30年度も同一のシステムにより運用した。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

省エネルギー（CO2）・・・
新設店・改装店への省エネルギー設備導入と、全店舗のオペレー
ション改善（節電10カ条徹底など）を実施済み

環境マネジメントシステム導入報告書

ＩＳＯ１４００１

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
株式会社ファミリーマート
代表取締役社長　澤田　貴司

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　平成１３年　２月　８日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

社長をトップとして、店舗までを含めたＩＳＯ１４００１を通じた環境マネジメ
ントシステムにより継続的な改善を図っています。事業活動を通じた環境配慮、
商品・サービス、商品配送、店舗運営、事務所・社有車の各分野など、環境負荷
低減に取り組んでいます。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

関連法規の遵守状況についての定期的に部会にて確認を行ってい
る。これまで違反及び、行政当局からの指摘はなかった。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

当初計画どおりに取り組むことができている。

基 本 方 針

ＥＣ１４Ｊ０００５
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　　　　 第１号様式（第７条関係）

認 証 番 号

-

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

-

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
京都市東山区妙法院前側町445-3

適 用 範 囲

                           令和元年８月２９日

-

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

-

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

-

環境マネジメントシステム導入報告書

未導入

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
ベルジャヤ京都ディベロップメント株式会社
代表取締役　吉川　美枝

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

-

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

-

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

-

基 本 方 針

-
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　　　　 第１号様式（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2016年　　　3月　　31日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

百貨店業に関わる全ての活動、製品及びサービスの環境影響を低減する為に、次
の方針に基づき環境マネジメント活動を推進して地球環境との調和を目指す。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

双葉葵を下賀茂神社に奉納

基 本 方 針

KES-1393

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

特に問題なく、関係する法令等の順序に努める事が出来た。これか
らも継続していきたい。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

取組継続中

環境マネジメントシステム導入報告書

KES

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）株式会
社　藤井大丸
代表取締役社長　藤井　健志

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

認 証 番 号

①電力使用量の削減②生物多様性に基づく希少植物の育成③施設周辺の清
掃

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

双葉葵,フジワカマ,菊谷菊,ヒオウギの育成・電力削減・施設周辺の清掃

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）京
都市下京区寺町通四条下ル貞安前之町605番地

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　平成31年　　7月　　5日

登録組織全域における百貨店業の全ての事業活動

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称
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認 証 番 号

平成29～31年度の計画期間中に年平均2％以上の温室効果ガス排出量の削
減を図る。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

中央監視システムによるデマンド監視および空調機の遠隔制御
教室管理システムによる時間外の運転停止
高効率照明の導入および省エネ型機器への更新

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
　京都市北区紫野北花ノ坊町96

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和 元年　7月　29日

学校法人　佛教教育学園　佛教大学

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

評価・見直しの必要性については、原則年1回検討を行っている。
キャンパス整備工事により現在改訂を行っております。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

平成23年度以降システムの導入や高効率照明への更新により温室効
果ガスの排出量が削減された。今後も継続して省エネ対策を図る。

環境マネジメントシステム導入報告書

エコ京都21マイスター　地球温暖化防止部門

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
　学校法人　佛教教育学園
　理事長　豊岡鐐尓

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　29年　10月　4日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

地球温暖化防止に向けて、様々な環境負荷に関する情報を継続的に把握・検証
し、エネルギー使用量の低減に取り組み、温室効果ガス排出量の削減推進を図
る。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

これまでに違反並びに行政当局からの指摘は無く、法令は遵守して
いる。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

エネルギー使用量の削減に取り組んだ結果に伴い、排出量も低下した。

基 本 方 針

　29-温暖化防止第2号
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　　　　　　　　　　2005年10月1日

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

①環境汚染の予防・環境保護を推進する
②環境関連の法順守
③電力使用量削減・一般ゴミ排出量の削減・客室エコ清掃への取り組み
④環境啓発活動の展開
⑤地域活動への参加

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

関連法規の順守状況について、年1回（4月）に確認を実施。これま
で違反等は無い。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

当初の計画どおりに取り組む事ができている。

基 本 方 針

　　　　　　　　　　　KES1－0341

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

評価、見直しの必要性については、原則として1年に1回検討してい
る。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

電力使用量削減･･･空調設定温度（夏季27℃、冬季22℃）の遵守
一般ゴミ排出量削減･･･オフィス・厨房などで分別容器を設置し、分別回収を強化
客室エコ清掃への取り組み･･･アテンションカードを客室へ設置

環境マネジメントシステム導入報告書

KES・環境マネジメントシステム・スタンダード

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
株式会社ブライトンコーポレーション
代表取締役　桑名　弘二
　　　　　　　　　　電話　047-350-8829

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

認 証 番 号

電力使用量削減･･･△５％削減（H22年比）
一般ゴミ排出量削減･･･前年比3％削減
客室エコ清掃への取り組み･･･実施率25％以上

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

電力使用量削減･･･空調運用ルール見直し（間欠運転、温度設定）
　　　　　　　　 照明点灯時間見直し
　　　　　　　　 機械設備の運転時間見直し
　　　　　　　　　客室チェックイン前での遮光カーテンの使用
一般ゴミ排出量削減･･･正しい分別廃棄による一般ゴミ廃棄量の削減
客室エコ清掃への取り組み･･･アテンションカードの設置

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）千
葉県浦安市美浜1丁目9番1号

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和元年　7月　31日

(株)ブライトンコーポレーション　京都ブライトンホテル

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称
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　　　　　　　　　　　　　　　平成29年　10月　4日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

エネルギーの合理的な使用方針を定め安全で快適なホテル環境の提供を目指す。
・業務の性質および規模に対して適切である事。
・継続的改善および職場環境の維持改善に関する配慮がなされている事。
・関連する法規制および会社の方針に則している事。
・エネルギー管理方針の事業所内への周知は支配人の指示により行う。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

関係法令等の順守について月次・年次で外部監査等を交えて確認実
施しているが、違反および行政当局からの指摘はなし。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

当初の計画とおりに取り組むことができている。

基 本 方 針

29－温暖化防止第1号

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

評価及び見直しについては1年に1回検討。継続的に省エネに取り組
み2017年度にマイスター認定を受けたので、積極的に高効率機器導
入を務めることで二酸化炭素の削減に取り組む。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

熱源機器（ボイラ）に関してはメーカーとフルメンテナンスの保守
契約を締結し継続的に機能維持、効率の維持に努めている。　　8
月に空気比の測定を予定する。　　　　　　　　　　　　　　　そ
の他ポンプ・空調機のベアリング類のメンテンナンスを継続実施。

環境マネジメントシステム導入報告書

エコ京都21マイスター「地球温暖化防止部門」

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）株式会
社プリンスホテル　　　　　　　　　　　　　　　　　代表
取締役社長　小山　正彦

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

認 証 番 号

熱源機器の効率的な運転管理、昇降等の動力設備および照明設備（機器）
の高効率機器への更新。その他設備の運用管理。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

熱源機器の運用管理については継続的に毎月のデーター収集分析と調整をメー
カーを交えて適正に運転管理を実施。その他機器に関しては計画的に更新計画を
たて順次進めている。各機器の点検を密に行い、老朽機器に早期対応を図る。

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）東
京都豊島区南池袋1－16－15

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　 　 2019年　7月　15日

株式会社プリンスホテル　グランドプリンスホテル京都

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称
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2002/7/12

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

私たちは、お客さまのご満足向上をめざし、安全で安心な消費なサービスの提供
を行うとともに、地域環境保全のために自ら責任を持ち、全社をあげて取り組ん
でいきます。さらにお取引先や地域社会とのコミュニケーションを重視した環境
保全活動を進めることで持続可能な循環型社会に寄与していきます。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

2月に全店舗での環境法規制等の自主点検を実施。直近までの届
出、報告書類等の状況確認、法定測定の実施及び基準値内の結果確
認。
廃掃法、容リ法、食リ法の定期報告についても問題なし。
地域の条例対応については、調査確認の上、対応済みを確認。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

環境配慮型商品の販売拡大　133億円　　　　　　　　　 ◎
一次エネルギー使用量の削減　前年比原単位1.0％削減　 ○
水道使用量の削減　前年比原単位1.0％削減　　　　　　 ○
紙の使用量の削減　前年比原単位1.0％増加　　　 　　　◎
ＣＯ₂排出量の削減　2017年度対比1.0％削減　　 　　　 ○
生ごみのリサイクル率の向上　62.6％　　　　　　　　　○
平和堂エコピースクラブの拡大　実施96団体　　　　　　△

基 本 方 針

JQA-EM2493

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

　マネジメントレビューについては、3月に社長へ年間のEMSの進捗
状況を報告している。
レビューの結果、①電子データの活用と事務作業の軽減化　②廃棄
物の発生抑制とリサイクルの推進　③前年度の実績を十分に検証し
た上で環境目標の設定見直すこと　としてトップから指示を
受け2019年度の運用に繋げている。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

環境マネジメントプログラムに基づき、上記取組内容を実施。
取組内容の変更はなく、達成が難しい状況の目標については不適合
として是正、予防措置を講じて改善に取り組み進めた。

環境マネジメントシステム導入報告書

ISO14001：2015

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
株式会社　平和堂
代表取締役社長　平松 正嗣

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

認 証 番 号

環境配慮型商品の販売拡大　123億円
一次エネルギー使用量の削減　前年比原単位１％
水道使用量の削減　前年比原単位１％
紙の使用量削減　前年比１％
ＣＯ₂排出量の削減　2017年度対比１％削減
食品リサイクル率の向上　62.3％
平和堂エコピースクラブの拡大　参加団体100団体

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

・環境セレクト商品の販売拡大・ＰＯＰ訴求・ポスター作成
・節電・空調点検の徹底、温度管理表管理、省エネ設備への入替
・お買物袋持参運動の推進、販促物への持参促進掲載
・省エネ設備入替・エネルギー転換
・生ごみ分別回収店舗の拡大、食品リサイクルループの継続、リサイクル業者選
定
・店舗商圏内小学校へのアプローチ

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
滋賀県彦根市西今町１番地

適 用 範 囲

令和1年7月30日

アル・プラザ醍醐、フレンドマート梅津店、フレンドマートＭＯＭ
Ｏテラス店

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称
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認 証 番 号

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
京都市下京区中堂寺粟田町93番地

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和元 年7月25日

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

環境マネジメントシステム導入報告書

未導入

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
マルホ株式会社　京都R&Dセンター
　　　　　　　　　研開管理部長　　小田　昭博

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

環境マネジメントシステム体制構築検討中

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

基 本 方 針
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認 証 番 号

①地球温暖化防止への取り組み
・ＣＯ２排出量を2020年度に2009年度比10.5%削減、2030年度に19.0%削減
（2017年度実績：2009年度比17.7%削減）
②循環型社会に向けた取り組み
・グリーン購入率（紙） 85％以上を維持（2017年度実績99.8%）
・国内主要事業所の紙リサイクル率 2020年度に95％以上（2017年度実績
95.9%）

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

①ＣＯ２排出量削減に向けた取り組み
・節電を中心にＣＯ２排出量削減を推進
・省エネ型設備の導入と適正管理によりＣＯ２排出量を削減
②ゴミの発生量の削減、廃棄物の削減リサイクル
・グリーン購入運営の徹底
・分別の徹底

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

東京都千代田区大手町一丁目5番5号

適 用 範 囲

　　　　　　　　　　 　　　令和元年7月24日

四条烏丸ＦＴスクエア内

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

・毎年度、内部監査行い結果を評価することにより次年度の取組に
つなげる。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

・環境マネジメントシステムの導入を行った

環境マネジメントシステム導入報告書

四条烏丸ＦＴスクエア　環境マネジメントシステム（独自のシステ
ム）

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

株式会社　みずほ銀行

取締役頭取 藤原　弘治

　　　　　　　　　　　　　　　　電話03-3214-1111

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 2013/3/31

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

環境への取り組み方針
• みずほフィナンシャルグループは、環境への取り組みが企業の存立と活動に必
須の要件であり、〈みずほ〉※にとってリスクと機会になり得ることを認識する
とともに、社会の持続可能な発展に貢献すべく、グローバルな金融グループとし
て、気候変動問題への対応や低炭素社会の構築、資源循環型社会の形成、生物多
様性の保全等に対し、予防的アプローチの視点も踏まえ、自主的・積極的に行動
します。
       ※〈みずほ〉は、銀行、信託、証券等のみずほグループ会社の総称です。
• 持続可能な社会の形成には、多様なステークホルダーとの連携が重要であるこ
とを認識し、適切な連携・協働に努めます。
• 〈みずほ〉の環境への取り組みに関する企業姿勢や実際の活動について積極的
に情報開示するとともに、ステークホルダーとの対話を通じて、社会とのコミュ
ニケーションを密にし、環境への取り組みが社会の常識と期待に沿うよう努め、
継続的に改善を図ります。
■取組み内容
1. グローバルな金融グループとしての知見を活かし、社会の環境への配慮を促進
する金融商品・サービスの開発・提供
2. 当社グループによる環境関連法令の遵守
3. 自らの事業活動における省資源・省エネルギー、廃棄物管理への取り組み
4. 環境保護団体やお客さまの環境への取り組みに対する支援
5. 環境啓発活動と役職員の環境への取り組みに対する支援
6. お客さま、仕入先、競争会社、地域社会、行政等、多様なステークホルダーと
の連携や協働と事業活動を通じたバリューチェーンへの働きかけ

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

・現在のところ指摘事項はありません

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

・当初の計画通りに取り組むことができている

基 本 方 針

-
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認 証 番 号

-

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

-

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
京都市中京区堀川通二条下ル　土橋町１０番地

適 用 範 囲

令和1年10月14日

-

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

-

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

-

環境マネジメントシステム導入報告書

未導入

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
裕進観光株式会社
代表取締役　中山　永次郎

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

-

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

-

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

-

基 本 方 針

-
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認 証 番 号

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
東京都新宿区新宿五丁目３番１号

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和元年 7月 26日

株式会社ヨドバシカメラ京都ヨドバシビル

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

環境マネジメントシステム導入報告書

未導入

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
株式会社ヨドバシカメラ
代表取締役　藤沢　昭和

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

前年度に引き続きＥＭＳの内容について検討をしておりますが、現在のところ、
当事業所では中央監視盤にて専属の者が館内設備を総合的にコントロールしてお
り、第ニ計画期間の実績評価ではS評価を頂くなど、来館者および従業員に対し
て、またエネルギー使用の合理化や二酸化炭素排出抑制の観点からも、適切な館
内環境の維持ができていると考えております。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

基 本 方 針
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認 証 番 号

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
東京都台東区台東1-2-16

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　2019年　7月 29日

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

環境マネジメントシステム導入報告書

未導入

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
株式会社ライフコーポレーション
代表取締役社長執行役員　岩崎　高治

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

前年度より継続し、独自の環境マネジメントシステムの構築を含め、ＥＭＳの種
類やその内容について研究し、国のエネルギー施策や節電要請状況などを踏まえ
総合的に判断したい。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

基 本 方 針
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認 証 番 号

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

京都河原町、伏見店の各店舗支配人及び統括責任者において導入予定であるＥＭ
Ｓの種類選定を検討中。

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
大阪府大阪市中央区難波5丁目1番60号
なんばスカイオ23階

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　  　令和　元年　9月　20日

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

対策チームにおいて定期的に重点対策実施率算出シートの進捗確認および、尖行
予定であったが、ＥＭＳの検討にまで至らなかった。本年度計画より、再度予定
組を行い、ＥＭＳの検討を実施していく。

環境マネジメントシステム導入報告書

京都エコ２１　を検討中

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
株式会社ラウンドワン
代表取締役　杉野公彦

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

平成２３年度中に検討チームを立ち上げ、導入しようとするＥＭＳの種類やその
内容について検討し、平成２５年度中に導入する予定であったが、選定などの課
題があり進捗が遅れている。課題の状況を見直して早期に予定組みを行う。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

基 本 方 針
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注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

当会の活動、製品及びサービスに係わる環境影響を常に認識し、環境汚染の予防を推進する
とともに環境マネージメント活動の継続的改善を図ります。　当会の活動、製品及びサービ
スに係わる環境関連の法的及びその他の要求事項を順守します。　　当会の活動、製品及び
サービスに係わる環境影響のうち、以下の項目を環境管理重点テーマとして取り組みます。
1）環境意識の高揚　2）省エネルギー　3）省資源　4）廃棄物の適正分別

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

関連法規の遵守状況について1ヶ月に1回確認を行っている。これま
で違反及び行政当局からの指摘はなかった。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

各部署よりの、環境改善行動計画チェック表を提出してもらってい
るが、マンネリ化しており、チェック表に代わるものが今後必要。

基 本 方 針

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

評価・見直しの必要性については原則として1年に1回検討してい
る。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

各部署にて、環境改善行動計画チェック表に記載することにより、
意識付けができている。

環境マネジメントシステム導入報告書

KESマネジメントシステム（※2015年7月31日付、KES休止し、自主
宣言）

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）　医療
法人社団洛和会　理事長　矢野　一郎

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　　　2009年　　4月　　1日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

ＫＥＳ２－０５０２認 証 番 号

1）環境情報等の発信　1回/3ヶ月　2）電力使用量　前年度比1％削減　3）車両燃
費の向上　前年度比1％改善　4）廃棄物の適正分別　ルール順守率95％

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

2）BEMS導入による電力使用量削減　室内温度の適正管理化
4）廃棄物の適正分別（雑がみ・プラごみの分別徹底←事業系一般廃棄物の減量）

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
京都市中京区西ノ京車坂町９番地

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和 元年　7月 27日

洛和会音羽病院、洛和会丸太町病院、洛和会音羽記念病院他

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称
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認 証 番 号

節水:使用量削減に努め前年比維持を目指す。（2018年度 一人当たり平均 0.74㎥）　節
電：Co2排出量を削減し前年比-4%削減を目指す。(2018年度　一人当たり平均　43.3kw）
生ゴミ排出量の削減：堆肥化装置を使用し環境に配慮した経費削減。（前年：96ｔ）
一般廃棄物の排出を抑え環境に配慮した経費節減。（前年：395ｔ）
エコ商品の積極的仕入れ：商品の見直しと代替品の調査による仕入率アップ/仕入シェア率
65.9％　　エコキャップの回収と環境改善活動によるブランド力の向上

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

節水:毎月のホテル全体の使用料の把握と各コーナーの節水指導
節電：館内の不要な電気の消灯・EVホールなどのLED球への入替
生ゴミ排出量の削減：1日300kgの投入による堆肥の作成
一般廃棄物の削減：分別指導の教育と課員への徹底
エコ商品の積極的仕入れ：事務用品等のエコ商品の仕入　　　　　　　　　　　　　　　環
境改善の取り組みとしてエコキャップの回収

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
愛知県名古屋市中区東桜２丁目１８番３１号

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和　元年　7月　28日

リゾートトラスト株式会社　エクシブ京都八瀬離宮/サンメンバーズ京都嵯峨

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

評価・見直しの必要性については、原則1年に1回実施している。
平成30年度においては、現行の目標や取組内容からも一定の評価・成果が
見られているということから、令和元年度も同一システムにより運用す
る。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

節水:対前年101.5％（井水汲み上げ量の減少により市水使用量の増加）。
節電：空調機間欠運転の実施等も含めLED球変更が大きく対前年94.8％を推移。
生ゴミ排出量の削減：取組予定通りの進捗で生ゴミの堆肥化を実行中
一般廃棄物の削減：堆肥化装置の改修のため若干の増加。年度内累計では削減の見通し
エコ商品の積極的仕入れ：現在のシェア率65.9％

環境マネジメントシステム導入報告書

ISO14001

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
リゾートトラスト株式会社
代表取締役　伏見有貴

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日 　　　　　　　　　　　2006年　7月　7日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

環境目的・目標を設定し、環境マネジメントシステムの継続的な維持・改善に努める。全社
員が地球環境の観点に立ち、環境汚染の予防に努めるとともに、省エネルギー・省資源・リ
サイクルの促進、環境保全啓蒙活動など環境負荷の低減を図る。
環境方針を継続運用のもと、環境に対する意識･知識を高めること。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

ISOミーティングと称した会議は毎月に1回開催しており目標・取組内容の
確認等をおこなう。また法令遵守についても洩れの無いように本社と双方
間でのチェックを行い、各月内の状況を報告するようになっている。
法令遵守の状況については問題なし。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

概ね計画通りに取り組むことができている。

基 本 方 針

IQA-EM5416
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　平成22（2010）年2月1日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

教育・研究活動と連動し、新しい研究成果の反映等を行い、また国際的な大学連
携を活かすなどにより学園として地球環境負荷低減の取組を展開する。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

関連法規の遵守状況について１年に１回確認を行なっている。これまで違反及び行政当局か
らの指摘はなかった。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

概ね当初の計画通りに取り組むことができている。
①地球環境委員会の開催（2回/年）
　・エネルギー使用状況及び目標達成状況確認
　・具体的取り組みの提起及び評価
②立命館学園環境報告書の発行（1回/年）
③シンポジウムの開催（1回/年）

基 本 方 針

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容
評価・見直しの必要性については、原則として１年に1～2回検討している。
過年度も、現状把握、組織整備に一定の成果がみられたことから、平成30（2018）年度も同
一のシステムにより運用した。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

①ハード面の取組
■環境負荷削減項目の削減進捗状況
＜温室効果ガス排出量＞
・各種エネルギー使用量の削減に継続的に全学で取り組んでおり、使用量は概ね
　減少傾向を維持できているが、依存度の高い電気エネルギーに係る実排出係数
　の悪化傾向に対処するため、更なる使用量削減等の新たな取り組みを検討中。
＜水使用量＞
・改修工事における節水型機器への更新を継続中。
・年度毎に増減する実験用水の使用量削減対策を検討中。
＜廃棄物・紙＞
・一般廃棄物排出量の集計及び分析結果をもとに、紙ごみの削減及び剪定枝等
　の再生利用率向上を図る対策を検討中。
②ソフト面の取組
■環境報告書vol.8の発行
■附属校における、環境活動状況把握。

環境マネジメントシステム導入報告書

独自のシステム(立命館地球環境委員会）

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

　　学校法人　立命館　理事長　森島 朋三

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

認 証 番 号

立命館地球環境委員会では2020年までの目標として、単位面積あたりの原単位を1990年レベ
ルに戻すための計画策定を行う。
①温室効果ガス排出量：25％削減（建物延床面積当たりの原単位を削減）
②水使用量：25％削減（学生・生徒・児童１人当たりの原単位を削減)
③廃棄物・紙：正確な排出量の把握をし、目標値を定め削減取組を展開する。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

平成22年2月に立命館地球環境委員会を設立した。また、委員会のもとに環境施設部会、環
境教育・研究部会、環境広報部会、APU部会、学生・生徒・児童部会を設立し、本学におけ
るハード・ソフト両面での環境保全、環境負荷低減体制を整備した。
①ハード面の取組内容
■環境施設部会を中心に環境負荷削減項目の現状把握および削減対策の実施。
＜温室効果ガス排出量削減対策＞
・高効率照明の採用および転換
・照度センサによる昼間時の照明器具の照度自動調整
・キースイッチによる教員研究室等のエネルギー管理
・屋上緑化等
＜水使用量削減対策＞
・節水コマ設置
・湧水・雨水・井水利用等
＜廃棄物・紙削減対策＞
・電子会議の採用
・古紙回収の継続
・ペットボトルのキャップ回収の継続等
②ソフト面の取組内容
■環境教育・研究部会を中心に環境関連の教育実践や研究活動の現状把握。
■環境広報部会を中心に環境報告書の作成・公開。
■学生・生徒・児童部会を中心に附属校における、環境関連の教育実践や研究活動の現状把
握。

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
　　　　京都市中京区西ノ京東栂尾町8番地

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　令和元(2019)年7月31日

学校法人立命館　朱雀キャンパスほか9箇所

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称
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　　ＫＥＳ１－１３２３認 証 番 号

（１）エネルギー使用量・Ｃｏ2排出量の削減
　　　(原単位2015年度比3％以上の削減)
（２）紙の使用量の削減
　 　（コピーカウント数2015年度比6％の削減）
（３）産業廃棄物排出量の削減
　　　再生利用率2015年度比3％向上（廃棄率3％削減）

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
　　 京都市伏見区深草塚本町６７

適 用 範 囲

２０１４　年　　３　月　３１　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　　　　　　　　 　　　　令和 　元年　７月３１日

　深草学舎

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

（１）　エネルギー使用量の削減・CO2排出量の削減
①空調温度・運転の適正管理を実行する　②空調の間欠運転を実
行する　③空き教室、廊下やトイレなどの不必要な照明を消灯す
る ④　地球温暖化ＨＰに定期的にエネルギー使用公開し、見える
化を促進する　⑤ＢＥＭＳから得られるエネルギー使用量を活用
し、エネルギー使用量削減に向けた具体的な方策を「エコスタッ
フ」を通じて教職員に周知する。　⑥学生部を通じ、学友会に協
力を要請する。（課外活動時の部分照明点灯の実行等）　⑦エコ
スポットでの学生への省エネの啓発を行う。
（２）　紙の使用量の削減
①各部署ごとのコピーカウント数を公開し、「エコスタッフ」を
通じカウント数増加を抑制する　②コピーや印刷の必要性の精査
を呼びかける　③スキャナ使用（文書の電子化）を推進する　④
複合機機能（集合印刷・両面印刷）使用を推進する　⑤小規模会
議からペーパーレス会議を試験的に実施する

（３）　産業廃棄物排出量の削減
①　屋内ゴミ箱の分別表示を再整備　②分別種別をＨＰに公開し
学内構成員に周知・徹底する　③入学時のオリエンテーションで
の啓発活動を実施する　④リサイクル促進を呼びかけるイベント
を実施する　⑤エコスポットでゴミ減量・リサイクル促進の啓発
を行う

環境マネジメントシステム導入報告書

　ＫＥＳ

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

　　学校法人　龍谷大学　　専務理事　入澤　崇
　　　　　　　　　　　　　　電話　075－645－7877

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

すべての教育、研究、社会貢献活動の環境影響を低減するため環境マネジメント
活動を推進して地球環境との調和を目指す。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

（１）エネルギー使用量の削減・CO2排出量の削減において、エネ
ルギー使用量原単位は７月以降、Co2排出量原単位は６月以降B評
価となったため、１０月に「予防処置報告書」をそれぞれ発行
し、改善に向けた対応を実施したが、６ヶ月経過しても改善が見
られないことから「第二次予防処置報告書」を発行し、新たな改
善策を講じることとする。

（２）「紙の使用量の削減」において、4,5月は（A評価）となっ
たが、６月以降は（B評価）になり予防処置報告を行った。
各部署に対するヒアリング結果、特殊要因と思われる増加は見ら
れなかったため、特に増加が著しい部署に対してエコスタッフを
通じて使用量の削減を求めたが、6ヶ月経過しても改善が見られな
かったため、「第二次予防処置報告書」を発行し、新たな改善策
を講じた。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

（１）エネルギー使用量の削減・CO2排出量の削減（年間達成度：B）
CO2排出量削減の実績がＢ判定で目標を達成できなかった。

（２）紙の使用量の削減（年間達成度：B）
2015年度実績を下回る月もあったが、最終的に目標達成に至らなかっ
た。

（３）産業廃棄物排出量の削減（年間達成度：Ａ）
屋内外ゴミ箱の分別表示を再整備するとともに、分別種別をＨＰ等に公
開し学内構成員に、周知・徹底したことにより、リサイクル促進および
発生抑制がなされた。

※合性評価基準：達成度　A良好　（100％以上達成）、Bやや不足
（90%以上100%未満達成）、C不適合（90%未満）

基 本 方 針

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

「紙の使用量の削減」については、当初、2018年度においては
2015年度比8％削減を目標としていたが、確実に目標を達成するた
めに2017年度の実績を踏まえ6％に引き下げた。

KES審査において予防処置が2ヶ月以上続いた時の対応について、
具体的な対応方法を定めるべきである旨の指摘がなされた。この
ことを受け、環境マネジメントマニュアル「3.5点検　3.5.3修正
と予防」部分の改訂を行った。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

（１）エネルギー使用量の削減・CO2排出量の削減
①②BEMSから得られるデータを活用し、冷凍機の設定温度変更や
空気比の調整、間欠運転を実施している。③空き教室、廊下やト
イレ等不必要な照明を消灯している。④事務部署にエコスタッフ
を配置し、各部署での省エネ活動の実行を推進している。

（２）紙の使用量の削減
①②③各部署に掲示物等で複合機の機能を活用した紙の使用量削
減を周知するとともに、各部署のコピーカウントを見える
し、コピーカウント数の多い部署には注意喚起を適宜行ってい
る。

（３）産業廃棄物排出量の削減
ゴミ箱の再整備を実施するとともに、HP、学内掲示、学生向け
ポータルサイト、学生手帳でゴミ減量・リサイクル促進を呼びか
けるとともに、入学生向け説明会でも啓発を行った。
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注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

私たちローソングループは、豊かな地球の恵みを次世代に引き継ぐため、常に環
境に配慮した事業活動を行うとともに地域社会との共生と持続可能な発展に向け
て積極的に行動します。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

関連法規の遵守状況については１年に１回確認しており、これまで
違反及び行政当局からの指導や指摘はありません。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

概ね当初の目標どおり進捗しています。
詳細については当社発行ホームページをご参照ください。
http://www.lawson.co.jp/company/ir/

基 本 方 針

JQA-EM0311

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

評価の見直しの必要性については年１回行っており、平成30年度
は、現行の目標及び取り組み内容に一定の成果が見られたことか
ら、2019年度、ISO14001の認証(外部審査)を中止し、環境法令・条
例の主要な項目の確認を自主的に実施することにより、環境法令順
守のリスクを抑制・低減する。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

省エネ機器の導入・入替えをほぼ計画通り実施。
店舗での「省エネ10か条」(各種機器フィルターの定期清掃・空調
温度の適正管理)等の促進

環境マネジメントシステム導入報告書

ISO14001

報告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
株式会社ローソン
代表取締役 竹増　貞信

　京都市地球温暖化対策条例第２２条第２項の規定により報告します。

導 入 年 月 日

認 証 番 号

省エネルギー：2020年度までに1店舗当たりの電気使用を2010年度比で
20％削減する
省資源：レジ袋・割り箸使用量の削減、包装材料の軽量化
廃棄物削減：食品リサイクル実施率　2007年度を基準に枠年度から毎年
2％以上の改善

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

省エネルギー：新規店舗への省エネ施策の対象店への100％導入及び既存店への省
エネ施策の実施
省資源：オリジナルエコバッグの普及・促進、店舗スタッフの声かけ実施、包装
材料の軽量化、廃棄物削減：飼料化・肥料化リサイクル及び廃油リサイクルの推
進
社会貢献：「ローソン緑の募金」を活用した緑化事業の実施

（ 宛 先 ） 京 都 市 長

報告者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
東京都品川区大崎一丁目11番2号
ゲートシティ大崎イーストタワー

適 用 範 囲

　　　　　　　　 　　　　2019年 7月25日

コンビニエンスストア「ローソン」、「ナチュラルローソン」、
「ローソンストア100」全店及びフランチャイズ本部

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

http://www.lawson.co.jp/company/ir/

